


こんな

「お悩み」

ありませんか

初診の患者様が多く、待ち時間が30

分以上発生していることがある

再診患者様の診療時間が短いと満

足度が低いのではと心配

自身が期待するレベルの医師やスタッ

フの採用がなかなかできない

生産性の管理が難しい

2026年の診療報酬改定を見据えて

選ばれ続けるクリニックに

なるために必要な取り組み
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診療の見直しと

効率化

採用ロードマップ

を描く

改定後の売上

の試算

人員体制と

組織の見直し



6つの重点施策を大公開

2026年診療報酬改定のポイントを徹底解説

通院精神療法の見直しについて

心理支援加算の見直しについて

認知行動療法の見直しについて

業務移譲とコメディカルの活性化はこうする

心理支援加算の適応範囲拡大によって、保険診療
でのカウンセリング実施が現実的になりました。医師
の診断と心理師によるカウンセリングのタスクシェア
の仕組みへと変容させる方法をお伝えします。

心療内科スタッフ採用と組織マネジメントについて

今後、心療内科・精神科でもスタッフ採用数は増加
すると予測されます。自院に合わせた採用戦略と組
織のマネジメントについて解説します。

地域の医療機関連携の促進方法は？

特定機能病院等紹介患者受入加算について解説
します。
大病院から地域のクリニックへ患者を戻す、いわゆ
る「逆紹介」の受け皿となるクリニックを評価する仕
組みの活用方法を紹介します。

アウトカムの評価について解説

初診時の通院精神療法の30分診療での算定や
精神科専門医の診療の評価など、質の高い診療
を実現しながら収益も確保する方法とは？

「初診待ち」の改善事例

初診時の通院精神療法の枠組みの変更により、
初診患者を積極的に診るクリニックになるための
待ち時間改善事例を大公開。



⓪ 診療報酬改定の全体観

②「ベースアップ評価料」の拡充と新要件

こんな方におすすめ

お伝えすること

令和8年度改定は、日本経済の構造変化や2040年頃を見据えた医療提供体制の構築を目的とした、全

体改定率+3.09%という極めて大きな改定となりました 。その根底にあるのは、単に症状を抑えるだけでな

く、患者様の生活全体を地域で支える「治し、支える医療」へのパラダイムシフトです 。これまでの「診療プロ

セス」のみを追う評価から、地域での役割や治療成果に着目した「アウトカム重視」の評価へと明確に舵が切

られました 。本パートでは、改定の背後にある国の長期的な意図を解き明かし、時流に適応して持続的な成

長を実現するための「クリニック経営の羅針盤」を提示します 。

こんな方におすすめ

お伝えすること

令和8年度・9年度でそれぞれ3.2%（事務職員等は5.7%）の確実な賃上げを実現するため、「ベース

アップ評価料」の対象職種が拡大され、事務職員や40歳未満の医師等も対象に加わりました 。最大の注

意点は、継続的に賃上げを実施している施設には「追加的評価」が行われる一方で、賃上げを実施してい

ない施設には「入院基本料等の減算（例：急性期一般入院料1で1日121点の減算など）」という厳し

い措置が新設された点です 。本セミナーでは、対象職員の拡大による売上の変化を解説し、人材獲得競

争を勝ち抜くための「コストではなく投資としての賃上げ戦略」と、減算を回避するための確実な対応策をお

伝えします。

2040年を見据えた、時代に選ばれ続けるクリニックの姿を模索している

電子的診療情報連携や生成AI活用など、医療DXの波を経営の追い風にしたい

「提供した量」ではなく「治療の結果（アウトカム）」が評価される新時代に備えたい

優秀なスタッフ（心理師、看護師、事務等）を採用・定着させたい

新しい「ベースアップ評価料」の対象職種や計算方法の変更点がわからない

賃上げ未実施によるリスクと回避策を知りたい

①「物価対応料」の新設と基本診療料の引き上げ

③ 精神科専門療法の大幅改定とチーム医療

こんな方におすすめ

お伝えすること

今回の改定では、医療機関が直面する物件費高騰を踏まえ、段階的な評価を前提とした新たな措置が講

じられます 。

まず、基本診療料のベースアップとして、再診料が75点から76点に引き上げられます（初診料291点は

据え置き） 。さらに、令和8年度・9年度の物価上昇に対応するため、初・再診時等に算定可能な「外来・

在宅物価対応料（初・再診時：R8年は2点、R9年は4点）」が新たに創設されます 。本セミナーでは、新

設された点数構造を紐解き、物価高に負けない経営基盤の防衛策を提示します。

こんな方におすすめ

お伝えすること

医師単独の診療体制から、公認心理師等を活用したチーム医療へのシフト（タスク・シフト）が強力に推

進されます 。通院・在宅精神療法の初診において、精神保健指定医による60分以上の診療が660点に

引き上げられる一方、柔軟な運用を可能にする「30分以上60分未満（550点）」の区分が新設されまし

た 。さらに、公認心理師による「心理支援加算」は、対象が日常的なストレス関連障害等へ大幅に拡大さ

れ、点数も280点へ引き上げられます 。また、新たに公認心理師による「認知行動療法（330点）」の算

定が解禁されました（初回・最後は医師の関与必須） 。本セミナーでは、これらの改定を最大限に活か

し、医師の負担を軽減しながら新規対応枠を最大化する「新しい診療モデル」を具体的に解説します。

新設される「物価対応料」の算定要件や具体的な点数を知りたい

光熱水費や材料費などの経費増大により、利益を圧迫されている

改定後の新しい初・再診料などの点数体系を正確に把握したい

医師の負担を減らし、より多くの初診患者様を受け入れたい

公認心理師を活用し、クリニックの収益力と治療の質を向上させたい

通院・在宅精神療法の時間要件変更や、心理支援加算・認知行動療法の新ルールの詳細

を知りたい
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